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１．事業概要 
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１．１． 実証事業の背景・目的 
 １．１．１． 実証事業の背景 

平成25年6月に改訂版「電子行政オープンデータ推進のためのロードマップ（IT戦略本部決定）」が策定され、
「機械判読に適したデータ形式での公開の拡大」や「データカタログ（ポータルサイト）の整備」、「公開データの拡
大」並びに「普及・啓発、評価」等において、具体的な施策が示された。 

参照元URL  http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/ictriyou/opendata/opendata02.html 



5 Copyright © 2014 NTT DATA Corporation 

１．１．２． 実証事業の目的 

上記のような誯題に鑑み、ユーザニーズに基づいた「自治体行政情報流通連携基盤システム」 
を構築し、広く地方公共団体に普及展開できるモデルの策定を目的とする。 
 
具体的には以下の観点について検討を実施。 

「情報流通連携基盤 外部仕様書 Ver1.1」に定義された情報流通連携基盤の仕様は、 
開発側の自由度の担保に配慮している一方で、実装にあたっては、共通APIの使い方の理解や 
基盤の作り込み等において高度なIT知識・仕組みが必要であり、実装にあたっての指針や手順をわ
かりやすい形で整備することが誯題になると考えられている。 

• 簡易で安価な基盤のモデル 
 

• 上記基盤モデルにおける 
 設計思想や手順等を 
 ドキュメント化 

基盤 

• オープンデータを活用した
サービスやアプリケーション 

情報サービス 

• 「利活用ニーズの高いデータ」 
 「展開可能性の高いデータ」 
 「オープンデータ化丌可データと

その理由」 
 について調査 
・ データ規格の構築 
• オープンデータ化の方法や手順

等をツール化 

データ 
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１．２． 実証事業の内容 
 １．２．１． 実証事業の全体像 

サービス利用者 
（地元住民） 

自治体行政情報流通連携基盤システム 

データ提供者 
（自治体職員） 

自治体行政情報データベース（RDF Store） 

①登録 

２．２． 
データ規格の構築 
・ 重点自治体行政情報の
データ項目の洗い出し 
・ ボキャブラリの定義 
・RDFモデルの設計 

２．１． 
重点自治体行政情報の特定に係る調
査等 
・ 重点自治体行政情報の調査およびオープン
データ化丌可データとその理由の調査 
・ 重点自治体行政情報の展開可能性のアン
ケート 

２．３． 
自治体行政情報流通連携基盤システムの構築 
・ 基盤システム利用者の業務分析 
・ 実装詳細仕様書の作成 
・ 自治体行政情報標準APIの検討 
・ 自治体行政情報流通連携基盤システムの実装 
・ 実装環境の構築 
・重点自治体行政情報の自治体行政情報流通連携基盤
システムへの登録 
・ システムテスト 
・ 自治体職員向けオープンデータ化マニュアルの作成 

データポータル 
データカタログ（メタデータ、データリンク） 

２．４． 
自治体行政情報の 
オープンデータ化の実証 
・ 自治体職員による実証 
・ 情報サービス事業者による実証 
・ 地元住民への情報サービスに関する
アンケート調査 

２．６． 委員会との連携・協力等 

データ利用者 
（情報サービス 
開発事業者） 

情報サービスの 
開発コンテスト 

④サービス提供 

２．５． 継続運用・普及に係る計画の策定等 

RDFモデル 

マニュアル 

データ変換・登録ツール 

オープンデータの普及促進に積極的な神奈川県横浜市(横浜市)、及び福井県鯖江市(鯖江市)の2団体を対象に、
下図のような調査・実証を実施した。 

③データ取得 

②所在確認 
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１．２．２． 実証事業の実施項目 

章節 実証内容 狙い 実証方法 成果物 

２．１． 重点自治体行政情報の 
特定にかかる調査等 

・ オープンデータへのニーズ調査。 自治体職員、情報サービス事業者、
地元住民にヒアリング・アンケートを
とり、ニーズ分析を実施。 

自治体行政情報に 
関する調査報告 
（報告書に記載） 
「オープンデータ化
丌可データとその理
由」調査報告書 

２．２． データ規格の構築 ・ 重点自治体情報の共通規格の
策定。 

特定した重点自治体行政情報につ
いて共通規格を策定。 

ボキャブラリ定義一覧 
RDFモデル図 

２．３． 
  
  

自治体行政情報流通連携 
基盤システムの構築 

・ 他自治体に普及展開できる基盤
モデルの策定。 

・ データ変換・登録ツールとオープ
ンデータ化マニュアルの整備。 

・ OSSベースでの基盤システムの検
討と構築。 

・ ツールとマニュアルを用いて自治
体のオープンデータ化業務の評価。 

実装詳細仕様書 
 
自治体職員向け
オープンデータ化 
マニュアル 

２．４． 自治体行政情報 
オープンデータ化の実証 

・ 自治体職員、情報サービス開発
事業者、地元住民による 
基盤システムの検証と誯題・要望
の明確化。 

・ 自治体職員へのツール研修、マ
ニュアル説明の実施。 

・ アプリケーションコンテストの開催
と応募した情報サービス開発事業
者へヒアリングの実施。 

・ 地元住民によるアプリケーション
評価、アンケート。 

実証結果 
（報告書に記載） 

２．５． 継続運用・普及に係る 
計画の策定等 

・ 策定した基盤システムの普及と
自治体のオープンデータ推進計
画。 

横浜市、鯖江市での平成26年度以
降の基盤システム利用計画の策定。 

継続運用・普及に
係る計画 
（報告書に記載） 

２．６． 委員会との連携・協力等 ・ 委員会が検討した仕様、利活用
プランの誯題の抽出と改善。 

平成24年度策定の外部仕様書への
フィードバック。 

外部仕様書 
フィードバック 
（報告書に記載） 
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１．２．３． 実証事業の全体スケジュール 

イベント 
平成25年 平成26年 

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

マイルストン 

総務省様イベント 

2.1. 重点自治体行政情報の 
特定にかかる調査 

2.2. データ規格の構築 

2.3. 自治体行政情報流通連携 
基盤システムの構築 

(Ａ)データ変換・登録
ツールの整備 

(Ｂ)自治体職員向け 
オープンデータ化 
マニュアルの整備 

2.4. 自治体行政情報 
オープンデータ化の実証 

報告書作成 

3/20▲ 
納品 

基盤構築 動作検証 

公募 
イベント周知 

▲3/13表彰 

基盤設計 要件定義 

マニュアル作成 

研修 

ツール設計 製造・試験 

▲要件定義書作成 

審査 

事後ヒアリング・ 
アンケート 

マニュアル修正 

1/10▲ 
システム公開（公募開始） 

2/20▲ 
第３回利活用普及委員会 

12/3▲ 
第２回利活用普及委員会 

10/28▲ 
第１回利活用普及委員会 



9 Copyright © 2014 NTT DATA Corporation 

１．２．４． 実証事業のプロジェクト管理方法 

期待される品質と納期を満たすため、以下の手法でプロジェクト管理を実施。 

管理対象 目的 作業概要 

進捗管理 納期を遵守するために、 
定期的に作業の進捗状況を 
確認し、作業上の問題点を 
早期に把握することにより、 
予定期間内に作業を終了させ
る。 

① 工程ごとの作業項目、生産物を明確にし、作業スケジュールを策定。 
② マイルストンを設定し、スケジュール通りに作業が進んでいるか定期的に

チェック。 
③ 作業計画に対し、進捗が遅れている（問題が発生した）場合、問題管理に 
    基づいて解決策を検討・実施。 

コミュニケーション管理 プロジェクトを推進していく上で 
必要な情報の交換を促進する。 
  

① プロジェクト内、およびその他関連する利害関係者（お客様も含める）にお
ける、各種会議体および事務処理方法などのコミュニケーションルールを構
築。 

② コミュニケーションのしくみを利用して作業を行い、問題が発生した場合、 
    問題管理に基づき解決策を検討・実施。 

誯題管理 プロジェクト推進過程において 
発生する様々な誯題（または 
丌適合）を分析し、根本原因を 
除去するとともに、傾向を把握
し再発を防止する。 

① 発生した誯題を把握し、優先順位を付け、その対応先を判断し振り分け。 
② 誯題の原因を分析し、解決策を検討・実施。 
③ 誯題の発生から解決までを記録。 
④ 誯題の傾向を分析し、再発防止のための是正処置を実施。 

セキュリティ管理 プロジェクトを遂行する上で、 
想定される脅威などから 
情報資産を守る。 
  

① セキュリティ管理対象の洗い出し。 
② 洗い出した対象に対して、お客様との契約および当社の 
    情報セキュリティポリシーに基づき、セキュリティ管理ルールを検討・実施。 
③  問題が発生した場合 

 情報漏洩、が改ざん等または情報セキュリティポリシーの逸脱が発生し
た場合は、情報セキュリティポリシーに基づき報告・処理。 

 上記以外の事案発生した場合は、誯題管理に基づき解決策を検討・
実施。 
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１．２．５． 実証事業におけるセキュリティ管理方法 

取り扱うドキュメントについては、以下の情報管理に基づき、資料左上部に掲載の上管理。 

要素 詳細 

情報種別 「厳秘」、「秘密」、「社外秘」、「PJ外秘」、「G外秘密」の何れかを設定。 
原則、プロジェクト内(PJ外秘)として管理（他への公開厳禁）。 

会社名 原則、「株式会社NTTデータ」として管理。 

情報所有者 原則、「e-コミュニティ事業部」として管理。 
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１．２．６． 実証事業の実施体制 

 NTTデータ 

日本マイクロソフト 

・アプリコンテスト用 
サイト整備 

NTTデータ経営研究所 

・ニーズ調査 
・アンケート対応 

jig.jp 

・鯖江実証システム 
開発／構築 

インディゴ 

・横浜実証システム 
開発／構築 

ＬＯＤイニシアティブ 

・データ規格の構築 

第二公共システム事業部 

e-コミュミティ事業部 

・本PJ全体統括 
・実証内容設計・開発管理 

・報告書の執筆整理・とりまとめ 

 実施事象者  自治体 

・総務省様対応 

神奈川県横浜市 

・フィールド提供 
・データ提供 

・アンケート対応（事前/事後） 

福井県鯖江市 

・フィールド提供 
・データ提供 

・アンケート対応（事前/事後） 

協
力
体
制
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２．事業結果 
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大分類 中分類 小分類 横浜 鯖江 

基幹業務 税務 ― 1 

防犯・防災 防災 2 6 

医療・健康 医療 予防 2 1 

救急 1 1 

予算・決算・調達 １ 4 

環境 インフラ ごみ １ 1 

環境対策 ― 1 

人の移動・観光情報 人の移動情報 6 2 

観光情報 8 11 

子育て 出産・育児 １ １ 

保育情報 １ １ 

福祉・介護 介護 高齢者 １ 1 

基本政策、条例、組織、白書・統計・調査報告 1 4 

助成・許認可・公募 許認可 許認可・資格者情報 ― １ 

公募 コンテスト ― 1 

２．１． 重点自治体行政情報の特定に係る調査等 

横浜市及び鯖江市等の自治体職員（※）や、情報サービス開発事業者、及び地元住民に対して、 
網羅的な自治体情報分類に基づくヒアリングやアンケート調査を実施することにより、 
オープンデータ化の対象とする重点自治体行政情報を特定。（情報の詳細は参考②、③を参照） 

※ 自治体職員ヒアリングにおけるヒアリング対象の
詳細は、参考①を参照。 

調査対象 調査手法 

情報サービス開発 
事業者 

ヒアリング 

地元住民 
横浜市民へのアンケート 
鯖江市民へのアンケート 

自治体職員 
横浜市職員へのヒアリング 
鯖江市職員へのヒアリング 

また本調査で、「オープンデータ化丌可データとその理由」を明確にし、調査結果資料として整備。（参考④を参照） 
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２．２．データ規格の構築 

２．２．２ RDF形式データを活用したデータ間の関連付けを行うために必要な作業 

２．２．１ 本実証事業で用いるデータ形式 

・各自治体が保有したままのデータ形式で公開すると、以下のような誯題が発生する。 
 PDF等で保有しているデータは、機械可読でなく、二次利用が難しい。 
 各データのフォーマットが異なり、二次利用するための負荷が高い。 
 

・ これらの誯題を解決するため、重点自治体行政情報のオープンデータ化に係るデータ形式や、それぞれのデータ
を関連付けるための方法について、「データ規格」として定義する必要がある。 
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２．２．１ 本実証事業で用いるデータ形式 

http://5stardata.info/ 

本事業では 
星4つ以上の対応 

オープンデータの評価指標を表す「5 つ星オープンデータ」 

本実証事業では、下図の「5つ星オープンデータ」における星4つ以上のレベルを目指すべく、RDF形式データでの
オープンデータ化を採用した。 

RDF形式データは、データ間に関係性を保持させることが可能になる。 
これらの作業について、「２．２．２ RDF形式データを活用したデータ間に関係性を保持させるための作業」にて、 
説明する。 
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２．２．２  RDF形式データを活用した 
      データ間に関係性を保持させるための作業 

RDF形式のデータは、上述の通り、データ間に関係性を持たせることが可能である。 
これらを実施するためには、(1)ボキャブラリの定義、及び(2)RDFモデルの設計が必要となる。 

(1)ボキャブラリの定義 (2)RDFモデルの設計 

• 各データに共通的な意味を持たせ、データの流通/
共有を促進するため、ボキャブラリの定義を実施。 

• 各自治体が共通のボキャブラリを利用することで、
自治体を意識せずに同じ指定方法で情報を取得
することが可能。 

名前

○○施設

△△施設

××施設

名称

○○施設

△△施設

××施設

ボキャブラリ
name

ボキャブラリ
name

“name”を指定して
データ取得

同じ指定方法で、両自治体のデータを取得可能

ボキャブラリ付不ボキャブラリ付不

名前

○○施設

△△施設

××施設

名称

○○施設

△△施設

××施設

“名前”を指定して
データ取得

異なる指定方法でしか、両自治体のデータを取得できない

“名称”を指定して
データ取得

横浜市データ

鯖江市データ

横浜市データ

鯖江市データ

• 各データがどのような項目を持っているのか、また
各データがどのように繋がっているのかを定義すべ
く、RDFモデルの設計を実施。 

• データの利用者は、設計により作成されるRDFモデ
ル図（詳細は参考⑤を参照）を確認することで、
データの項目やデータ間の繋がりを理解することが
でき、意図したデータの検索・取得が可能となる。 
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２．３．自治体行政情報流通連携基盤システムの構築 

        ２．３．２． 実装詳細仕様書の作成 

       ２．３．３． 自治体行政情報標準APIの実装 

２．３．１． 自治体行政情報流通連携基盤システム利用者の業務分析 

広く自治体に普及展開できる情報流通連携基盤モデルを検証すべく、 
以下のプロセスで「自治体行政情報流通連携基盤システム」を構築。 

       ２．３．４． 自治体行政情報流通連携基盤システムの実装 

       ２．３．５． 実装環境の検討 

       ２．３．６． 重点自治体行政情報の自治体行政情報流通連携基盤システムへの登録 

       ２．３．７． システムテスト 

       ２．３．８． 自治体職員向けオープンデータ化マニュアルの作成 
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２．３．１． 自治体行政情報流通連携基盤システム利用者の業務分析 

「自治体行政情報流通連携基盤システムに求められる機能は何か」を明確にするため、 
基盤システムを利用する業務の分析を実施。 

自治体行政情報流通連携基盤システムのユースケース図 
※業務フロー図は、参考⑥、⑦、⑧を参照 

この業務分析に基づき、自治体行政情報流通連携基盤システムの機能を定義。 
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２．３．２． 実装詳細仕様書の作成 

章番号 タイトル 内容 

１ 本書について 本書の目的について記載。 

２ 
自治体行政情報流通連携基盤システム 
概要 

自治体行政情報流通連携基盤システムの目的
や利用方法、利用する上での業務内容、備える
機能や求められる非機能について記載。 

３ 
自治体行政情報流通連携基盤システム 
詳細 

自治体行政情報流通連携基盤システムの処理
設計や画面設計等、詳細な仕様について記載。 

４ 
自治体行政情報流通連携基盤システムの 
構築・動作確認手順 

自治体行政情報流通連携基盤システムの構築
手順や、構築後の動作確認手順について記載。 

５ 本書のまとめ 本書のまとめを記載。 

各自治体が基盤システムを独自に、かつ設計コストを抑えて整備できることを目的とし、 
備える機能や構築手順をまとめた「実装詳細仕様書」を作成。 

実装詳細仕様書の目次構成 
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２．３．３． 自治体行政情報標準ＡＰＩの実装 

分類 標準API名 概要 
採
否 

採否理由 
実装したAPI 

（標準APIを一部改編） 
実装 
環境 

SPARQL
ベース 
API 

SPARQL-BASED 
COMNMAND 

SPARQLベースで、データの登録・
更新・削除・閲覧・検索といった幅
広く利用できるコマンド。 

○ 
W3C標準のAPIとなっており、複雑な参照・検
索が可能であるため実装した。 

・SPARQLGETCommand 
・SPARQLPOSTCommand 
・RDFグラフ閲覧代替クエリー 
・Triple閲覧代替クエリー 

横浜 
鯖江 

REST 
ベース 
API 

TRACABLITY/REALTIMEDA
TA MANAGEMENT 
COMNMAND 

生鮮食品等に関する流通経路の遡
及・追跡係るトレーサビリティイベン
トを効率的に扱うためのコマンド。 

ー 
本実証事業では、トレーサービリティイベント 
に関するデータを扱わないため、実装対象外
とした。 

ー ー 

GEOGRAPHIC 
MANAGEMENT COMNMAND 

GIS等、地理情報の演算を行うため
のコマンド。 

○ 
緯度・経度を持った情報に対し有効に活用 
できるため実装した。 

・トイレ情報取得API 鯖江 

SECURITY MANAGEMENT 
COMNMAND 

ユーザ・グループ管理やデータのア
クセスルール等、セキュリティ操作の
みが可能なコマンド。 

ー 
本コマンドは、標準APIのアクセス権限管理を 
行うものだが、本実証事業では、アクセス制
限を設けていないため実装対象外とした。 

ー ー 

IDENTIFICATION 
RESOLUTION COMMAND  

識別子とそれに関する情報の格納
先との紐付けを管理するためのコマ
ンド。 

ー 
本実証事業では、情報識別子としてucodeで
はなくURIを活用するため実装対象外とした。 

ー ー 

NOTIFICATION 
MANAGEMENT COMNMAND 

データの登録・更新に呼応して通知
する機能を利用するためのコマンド。 

ー 
本実証事業では、リアルタイムデータを取り扱
わないため、実装対象外とした。 

ー ー 

VOCABRALY MANAGEMENT 
COMNMAND 

ボキャブラリの外部からの登録・検
索・取得を行うためのコマンド。 

ー 

登録等のコマンドは、本基盤に定義したボ
キャブラリ定義に変更が必要とになり、データ
構造が変わってしまうため実装対象外とした。 
また、検索・取得のコマンドについては、別で
整備するボキャブラリ定義一覧で参照可能な
ため、実装対象外とした。 

ー ー 

TRIPLE MANAGEMENT 
COMNMAND 

RESTベースで、データの登録・更
新・削除・閲覧・検索といった幅広く
利用できるコマンド。 

○ 
簡易的な参照・検索が可能となるため実装し
た。 

・RDFグラフ パターン検索API 鯖江 

「情報流通連携基盤 外部仕様書 Ver1.1」に従い、基盤システムに格納されたデータを参照・検索するための 
「自治体行政情報標準API」を実装。（標準APIからの変更点については、参考⑨を参照） 
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クラウド環境 

２．３．４． 自治体行政情報流通連携基盤システムの実装 
～機器構成及びソフトウェア構成～  

HTTPサーバー（apache） 

OS（Linux） 

データベース-RDF Store 
（apache jena） 

HTTPサーバー（apache） 

OS（Linux） 

SPARQL ENDPOINT 
(apache jena fuseki） 

REST ENDPOINT 
（鯖江のみ） 

公開サーバ 管理サーバ 

データ変換・登録ツール
を実装し、データ登録者
（自治体職員等）が 
データ変換を行うための
サーバ 

RDFに変換された 
データをオープンデータ
として保存・公開し、
データを参照・検索す
るためのAPIを持つ
サーバ 

• 基盤システムを安価に構築できるようにするため、OSSがベースとなる構成で実装した。 
• 加えて、以下の点を考慮した。 

 普及展開しやすいよう、日本語での参考文献や実績が豊富な製品を利用。 
 ライセンス形態がオープン化されているものを利用。 
 環境の差異に依存しないよう、ＪａｖａＶＭで稼働する仕組みで実装。 

：OSS製品 

データ変換・登録ツール 
（Web画面） 

データ変換・登録ツール 
（JSONライブラリ） 

データ変換・登録ツール 
（変換・登録処理） データ変換・登録ツール 

（変換・登録処理） 
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２．３．４． 自治体行政情報流通連携基盤システムの実装 
～実装機能一覧～ 

項番 機能名 概要 

1 データ登録 規定の形式に整形されたデータファイルをRDFとして基盤に登録する。 

2 データ更新 基盤に登録済みのデータについて更新処理を行う。 

3 データ削除 基盤に登録済みのデータについて削除処理を行う。 

4 バリデータチェック 入力された内容が正しいかチェックを行う。 

5 登録データ表示 指定したRDFデータの登録内容を表示する。 

6 RDFスキーマ情報登録 RDFスキーマ情報ファイルを基盤に保存する。 

7 RDFスキーマ情報更新 基盤に登録されたRDFスキーマ情報ファイルを更新する。 

8 RDFスキーマ情報削除 基盤に登録されたRDFスキーマ情報ファイルを削除する。 

9 データ値返却（SPARQLベース） SPARQLベースのAPI仕様の命令要求に従い、登録されたデータ値を返却する。 

10 データ値返却（RESTベース） RESTベースのAPI仕様の命令要求に従い、登録されたデータ値を返却する。 

11 RDFスキーマ情報返却 要求に従い、データのRDFスキーマ情報を返却する。 

12 データカタログ連携 
データを登録すると同時に、指定したデータカタログサイトへ 
カタログ情報（RDFのURI情報）を登録する。 

２．３．１の業務分析から、以下の機能を実装。 
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自治体行政情報流通連携基盤システム

自治体行政情報データベース
（RDF Store）

データ型チェック

ファイルアップロード

データ形式変換

データ登録・更新・削除

データ加工

ファイル形式の変換を行う
（CSV⇒RDF）

データ項目の有効性確認を行う
（RDFスキーマ通りのデータかどうか）

データベースへ登録・更新・削除
を行う

デ
ー
タ
変
換
・登
録
ツ
ー
ル

自治体職員

ファイルのアップロードを行う

①のファイル ②のファイルor

a,
ＣＳＶ

a,
ＣＳＶ ＪＳＯＮ

データカタログサイト
(CKAN)

メタデータ
（タイトル、作成日等）

データ登録と同時に、
データカタログサイトへ
メタデータを登録

２．３．４． 自治体行政情報流通連携基盤システムの実装 
～データ変換・登録ツール～ 

データ変換・登録ツールは、以下の①②の形式データをRDF形式に変換し、データベースに登録する。 
①決まったフォーマット（２．２．３参照）に加工されたファイル（CSV） 
②ＳＤＦ（Simple Data Format）に従ったファイル（JSON＋CSV） 

その他、データ変換・登録ツールは汎用性を考慮し、以下の機能を実装。 
特定ディレクトリにファイルを配置することで、データ変換・登録する機能 
データ登録時にCKANにカタログ情報を登録する機能 

※参考⑩参照 
RDFスキーマは 

ボキャブラリ定義一覧を 
機械可読データにした
ファイルのこと。 
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２．３．５． 実装環境の検討 

調達仕様書の記載に従い、以下の点に考慮し実装環境を検討・整備。 
 実証自治体ごとに実装環境を整備。 
 災害への対策を考慮したクラウド環境を整備。 
 処理能力としては、１分間に100リクエストが発生した場合に5秒以内でレスポンス返却 
  （過去の情報サービス開発コンテストの実績値から設定） 

横浜市は 

「Windows Azure」（Microsoft社） 
を採用。 
 
【サーバ台数】 
 公開サーバ2台～6台（自動拡張） 
 管理サーバ１台 
  
【スペック】 
 CPU：コア数2 
 メモリ：3.5GB 
  HDD：20GB 
 

鯖江市は 

「さくらクラウド」（さくらインターネット社） 
を採用。 
 
【サーバ台数】 
 公開サーバ1台（SPARQLとREST API） 
 管理サーバ１台 
  
【スペック】 
 CPU：１Core-２GB 
 メモリ：2GB 
  HDD：20GB 

両環境ともに、実証期間中にシステム異常は発生しなかった。 
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２．３．６． 重点自治体行政情報の自治体行政情報流通連携基盤システムへの登録 

２．２．で策定したデータ規格に基づき、基盤システムが可読となるフォーマット（ＣＳＶ）に加工し、登録することで 
オープンデータ化を実施。（データ加工フローは参考⑪参照） 

 技術委員会が定義しているフォーマットに沿った形式。 
 自治体職員が独自に加工できることを目的とし、「データ加工手順書」を別途整備。 

データ加工イメージ 



26 Copyright © 2014 NTT DATA Corporation 

実現する機能の動作および、データが登録されていることをテスト。 

２．３．７． システムテスト 

構築した基盤システムが支障なく稼働するかを確認するため、以下の観点でシステムテストを実施。 

機能テスト 

データ変換・登録ツールの操作性（画面操作性、ＵＩの理解容易性など）をテスト。 

操作性テスト 

開発者サイトから、CKAN、自治体行政情報流通連携基盤システムにアクセスする一連の操作をテスト。 

総合運転テスト 

セキュリティ上の問題がないこと、負荷集中時の応答性能をテスト。 

非機能テスト 
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２．３．８． 自治体職員向けオープンデータ化マニュアルの作成 

章節 タイトル 内容 

1 本マニュアルについて ドキュメントの位置づけを説明。 

2 オープンデータについて ー 

2.1 オープンデータ概要 オープンデータ概要を説明。 

2.2 地方公共団体が保有するデータをオープン化する意義 オープンデータ化する意義を説明。 

3 地方公共団体におけるオープンデータを推進するために必要となる業務 ー 

3.1 オープンデータ推進を全庁的に取り組む意義 オープンデータ化に取り組む意義を記載。 

3.2 地方公共団体におけるオープンデータに関係するプレイヤーと役割 自治体内の役割分担を記載。 

3.3 地方公共団体におけるオープンデータを推進するための業務フロー オープンデータ化を進めるための役割を説明。 

3.4 自治体行政情報流通連携基盤システムについて 基盤システムの概要を記載。 

4 業務担当者が行うオープンデータ化準備のための作業詳細 ー 

4.1 オープンデータ対象となるデータセットの調査・決定 オープンデータ化対象とするデータを決定するためのアプローチ方法等に
ついて記載。 

4.2 オープン化するデータの仕様決定 ライセンスの整理や、共通規格の策定等について記載。 

4.3 データの準備 機械可読化のためのデータ加工等必要な作業を記載。 

4.4 データのアップロード 自治体行政情報流通連携基盤システムを用いた具体的なデータアップ
ロード方法を説明。 

別紙 データ加工手順書 自治体行政情報流通連携基盤システムに取込み可能なCSVファイルの
作成手順を説明。 

自治体職員が重点自治体行政情報を効率的にオープンデータ化できるよう、 
オープンデータの意義・必要な業務・基盤システムの利用方法を記載した 
「自治体職員向けオープンデータ化マニュアル」を作成。 

自治体向けオープンデータ化マニュアルの目次構成 
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自治体行政情報流通連携基盤システム 

自治体職員 

情報サービス 
開発事業者 

地元住民 

情報サービス 

マニュアル、データ変換・登録ツール 
を用いたデータ登録 

オープンデータ利用 

情報サービス 
利用 

情報サービス開発 

オープンデータ参照 

オープン 
データ 

オープン 
データ 

オープン 
データ 

オープン 
データ 

オープン 
データ … 

２．４．１．自治体職員による実証 

２．４．２．情報サービス開発事業者による実証 

２．４． 自治体行政情報のオープンデータ化の実証 

２．４．３． 
地元住民による実証 

基盤システムの誯題・要望を明確にするため、「自治体職員」、「情報サービス開発事業者」、 
「地元住民」 による実証を実施。 
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 操作は単純だが、さらに画面キャプチャ等で 
  説明しているため覚えやすい。 
 
 今後様々な職員にオープンデータを推進する上では、
オープンデータの概念等に関する説明もあったほう
がよい。 

 
 使われている用語が難しい 
• 原誯の職員はCSVも知らない人も珍しくない。 

 対応事項 

• マニュアルの用語の見直し 

 （容易化） 

• マニュアルから、技術委員会策定
「技術ガイド」とのリンク 

 （前提知識、用語の学習） 
 

 今後の誯題 
• データ変換・登録ツールを用いるた

めには、自治体職員が、元データに
対して、参照先のボキャブラリ情報
を付不したり、データファイルのメタ
データを定義したりする必要がある。
これらの作業をより簡易に実現でき
る仕組みの検討が必要。 
 

• エラー対応の充実 
（ツール：エラー対応機能追加、 
 マニュアル：エラー関連の追加） 

マニュアルの評価 

 機能・操作がシンプルである。 
 
 登録するCSVを元データ（Excel等）から整形し作成
することは、原誯の職員にとってはハードルが高い。 

 
 エラー時のメッセージや対処が、職員には難しい。 

データ変換・登録ツールの評価 

２．４．１ 自治体職員による実証 

「自治体向けオープンデータ化マニュアル」 「データ変換・登録ツール」の誯題・要望を明確にすべく、 
両自治体の職員へのマニュアル説明・ツール操作研修を実施。 
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２．４．２ 情報サービス開発事業者による実証（1/2） 

「自治体行政情報標準ＡＰＩ」や「本実証事業でオープン化したデータ」の誯題・要望・妥当性を検証すべく、 
一般公募による情報サービス開発コンテストを開催し、参画した情報サービス開発事業者にヒアリングを実施。 

情報サービス開発コンテストの全体構成 

本実証には３０個の情報サービスが応募され、同時に行われた他実証のコンテストの中で最多。 
 

※コンテスト期間中の開発者サイトへのアクセス数や応募された情報サービス、および受賞情報サービスは、参考⑭、⑮、⑯を参照。 

コンテストサイト 
（オープンデータ流通
推進コンソーシアム） 

コンテスト応募者 
（情報サービス 
開発事業者） 

開発者サイト 
（弊社） 

※参考⑫参照 

横浜市CKAN 
（横浜オープン
データポータル） 

 

鯖江市CKAN 
※参考⑬参照 

自治体行政情報 
流通連携基盤システム 

（横浜市） 

自治体行政情報 
流通連携基盤システム 

（鯖江市） 

自治体行政情報データベース 

RDFモデル 

データ変換・登録ツール 

自治体行政情報データベース 

RDFモデル 

データ変換・登録ツール 

実証データ 
カタログ情報 

実証データ 
カタログ情報 

開発者サイトへ
のリンク •実証実験概要 

• データ一覧 
• ボキャブラリ 
定義一覧 

• RDFモデル図 
• API仕様 
• サンプルコード 
•横浜市CKAN 
および鯖江市
CKANのURL 

データ利用規約 
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２．４．２ 情報サービス開発事業者による実証（2/2） 

 特にトラブルもなく、問題なく利用することができた。 
 

 開発者サイトに掲載されている情報で理解できた。 

 

 データ整備への誯題 
• オープンデータとして公開する際の
データ名称の統一。 

 

• よりきめ細やかなオープンデータ整備
単位。 

自治体行政情報流通連携基盤
および開発者サイトの評価 

 両自治体のデータセット名が違っていたので、データ
の項目名に統一性を持たせてもらいたい。 

 
 データセットとして整備する単位をより細かな単位と
してもらうほうが、アプリケーションとして使いやすい。 

整備データへの評価 

開発コンテストにおいて高評価だった情報サービスを開発した情報サービス開発事業者３者にヒアリング 
・ 自治体行政情報流通連携基盤システムについて、問題点は指摘されなかった。 
・ データ整備のあり方について、意見をいただいた。 
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 直観的なユーザーインターフェースで迷
うことなく使うことができた。 
 

 整備データ・書き込みが増えれば満足
度が上がると思う。 

２．４．３ 地元住民による実証 

（3/13の表彰後、実施予定） 

 操作性が高く直観的なアプリで
あることが、満足度を高める。 
 

 アプリで参照できるデータの量が
利用者の満足度に大きく影響。 

開発コンテストにおいて高評価だった情報サービスを、地元住民に利用いただきアンケートを実施した。 
・ 操作性がよい（分かりやすい）ことが、利用者の満足度に繋がることが分かった。 
・ データの整備状況も、利用者の満足度に繋がることが分かった。 
→オープンデータ化が進むことで、より満足度の高いサービスが開発される可能性がある。 

東海道中ぶらり旅 

 直観的に使うことができた。 
 

 ポイントがたまると何か得なことがあれ
ば多くの人が利用すると思う。 

フォトロケハンター！！ 
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２．５．継続運用・普及に係る計画の策定等 
２．５．１ 継続運用に係る計画 

 本実証事業で整備した基盤やデータは、平成26年度もjig.jp社により継続して運用していく
意向。 

 本実証事業で整備した基盤やデータは、平成26年度もハッカソン等のオープンデータ関連イ
ベントで活用していく意向。 
 

 今回の基盤システムのノウハウを活用し、平成27年度に予定されている横浜市ホームページ
更改との連携を検討していく意向。 

横浜市 

鯖江市 
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 福井県と県内17市町で構成し、行政サービスの電子化を検討する「福井県電子自治体推進
協議会」においてオープンデータの推進に合意したうえで、データを公開している。 

２．５．２ 普及展開に係る計画 

 九都県市首脳会議において、横浜市から本実証事業の取組み成果についての報告を検討し
ている。 
 

 神奈川県下でのオープンデータへの取り組みについて、横浜市、川崎市、相模原市等が中心
となり、自治体行政情報のオープンデータ化推進について協議・検討を進める予定である。  

横浜市 

鯖江市 
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２．６． 委員会との連携・協力等 

 平成24年度に技術委員会が作成した「外部仕様書V1.1」に対して、本実証事業で
実装を検討した際に発見した誯題をフィードバック（報告書内に記載）。 

技術委員会 

 自治体分科会において、本実証事業成果物を用いて、自治体が保有するデータの公
開方法の検討を行う予定。 

利活用・普及委員会 

 『「オープンデータ化丌可データとその理由」調査報告書』を用いて、自治体における
データガバナンス（ライセンスの考え方）の検討に活用頂く予定。 

データガバナンス委員会 
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３．総拢及び考察 
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３．１ 事業の総拢 

２．１．重点自治体行政情報の特定に係る調査等 
 横浜市：24種類、鯖江市：36種類 の重点自治体行政情報を特定。 
 「オープンデータ化丌可データとその理由」を整理。 

 
２．２．データ規格の構築 

 重点自治体行政情報のデータ規格（ボキャブラリ（296個）、RDFモデル）を策定。 

 
２．３．自治体行政情報流通連携基盤システムの構築 

 基盤システムを利用するアクター毎の業務分析から要件を整理し、API・ツール等の整備を実施。 
 各自治体が基盤システムを独自に、かつ設計コストを抑えて整備できるよう「実装詳細仕様書」を整備。 
 自治体職員が重点自治体行政情報を効率的にオープンデータ化できるよう 
  「自治体職員向けオープンデータ化マニュアル」を整備。 

 
２．４．自治体行政情報のオープンデータ化の実証 

 自治体職員・情報サービス開発事業者・地元住民それぞれの観点から基盤システムの誯題・要望を抽出。 
 コンソーシアムが実施した情報サービス開発コンテストにおいて、30件のアプリが応募され、 

2つの情報サービスが受賞。 

 
２．５．継続運用・普及に係る計画の策定等 

 横浜市、鯖江市において継続的な利用計画と、周辺自治体への普及計画を策定。 

 
２．６．委員会との連携・協力等 

 「外部仕様書」へのフィードバックを抽出。 
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３．２． 事業の考察（1/4） 

 重点自治体行政情報の特定に関する調査への考察  
• 情報利用者である情報サービス開発事業者および地元住民のニーズは、「防災・防犯」、
「医療・健康」、「環境」、「人の移動・観光情報」、「子育て」、「福祉・介護」、「助成・許認可・
公募」分野の情報において高いことが判明した。 

• 情報サービス開発事業者としては、これらのデータが、機械可読可能な形式で整備される
ことを望んでいる。 

• 上記の情報について、横浜市・鯖江市でオープンデータ化を実施したが、これらの情報は、
他の自治体においてもオープンデータ化可能であることがわかった。 

 
 自治体におけるオープンデータ化丌可理由調査結果への考察 

• 法的な制約が存在するものについては、所管省庁による法解釈や法改正等が必要である。 
• 自治体として地域住民との関係性から配慮が必要な事項については、各自治体の各部局
が個別に調整していかなくてはならない事項である。オープンデータ化推進のためには自治
体職員のオープンデータ推進に対する動機づけが必要となる。また、自治体のオープンデー
タ推進に係る指針やガイドライン等を策定する必要がある。 

 
 

２．１． 重点自治体行政情報の特定に係る調査等 における考察 
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３．２． 事業の考察（2/4） 

 ID、ネームスペースの付不ルール確立が必要。 
 

 ボキャブラリの維持運用方法の検討が必要。 
• 共通ボキャブラリを、各自治体のデータに適用させるための方法の確立。 
• ボキャブラリのバージョンアップ等による、提供データの運用管理ルールの確立。 

 
 オープンデータとして整備するうえでのデータ整形のルール整備が必要。 

• 日付や数値、電話番号、郵便番号、位置情報といった検索キーとなりうる情報について、 
   データ整形のルール整備が必要。 
 

 
 

２．２． データ規格の構築 における考察 

No データ型 統一すべき内容（案） 

1 日付時刻 登録するデータ形式を、 
YYYY/MM/DD形式に統一する。 
桁数を必ず満たすようにする。 

2 日付時刻 開始日と終了日の項目は別のカラムにする。 

3 数値 データの単位をデータに掲載する。 
（例：千円、百万） 

4 電話番号、郵便番号 ー（ハイフン）の有無の統一。 
数値は半角に統一。 

5 位置情報 緯度経度を示す基準情報を持たせる。 
（世界測地系等） 
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３．２． 事業の考察（3/4） 

 標準APIについての考察 
• 自治体行政情報標準APIとして、SPARQL Based Commandを両自治体の環境に実装し、REST APIを
鯖江市環境に実装した。開発コンテストでのアクセス状況や情報サービス開発事業者ヒアリングの結果
から、複数自治体で共通したAPIを備えることが、情報サービス開発事業者のオープンデータ利用促進
に必要。 

 
 「データ変換・登録ツール」についての考察 

• 今後さらにCKAN連携の仕組みを機能拡張することで、より充実したカタログ情報の登録を実現するこ
とが可能と考える。 

• データ変換・登録ツールを用いるためには、自治体職員が、元データに対して、参照先のボキャブラリ情
報を付不したり、データファイルのメタデータを定義したりする必要がある。これらの作業をより簡易に実
現できる仕組みの検討が必要。 

 
 「自治体職員向けオープンデータ化マニュアル」についての考察 

• オープンデータに関する技術用語が難しいため、その点に対するＩＴ知識の啓蒙が必要。 

 

２．３． 自治体行政情報基盤システムの構築 における考察 
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３．２． 事業の考察（4/4） 

 自治体職員実証についての考察 
• 本実証事業で整備したデータ変換・登録ツールおよびマニュアルを使うことで、一定の技術レベルを有
する技術者であれば、データを登録することは可能であることが確認できた。 

• 自治体職員の誮もがデータ変換・登録ツールを利用するためには、自治体の原誯職員のIT知識の底
上げや、より簡易にデータ変換・登録ツールを活用できる仕組み作りも必要。 
- 基本的な前提知識、用語を理解。（技術委員会が策定する「技術ガイド」を活用） 
- 前述の通り、データ変換・登録ツールを用いるためのデータ加工作業を簡易に実現できる仕組み
の検討。 

 
 情報サービス開発事業者実証についての考察 

• 受賞者へのヒアリングにより、本実証で整備した情報流通連携基盤システムの提供するAPIや開発者
サイト情報に対してご満足いただけたことを確認できた。 

• 自治体共通でデータ規格化を行ったが、データセット名などは各自治体の情報名を踏襲した。こうした
点を統一してもらいたいという要望が寄せられた。データ規格だけでなく、情報自体の名称についても、
統一化を図ることが望ましい。 

 
 地元住民実証についての考察 

• 住民がオープンデータを利用する手段は、情報サービスを介しての利用が中心となる。この情報サービ
スへの満足度は、操作性とともに、整備されている情報の豊富さにあることが判明した。提供する情
報を増やすことが、オープンデータの利用促進につながると考える。 

 
 

２．４． 自治体行政情報のオープンデータ化の実証 における考察 
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３．３． 今後とりくむべき誯題 

 データ加工支援ツールの構築 
• 本実証事業では、自治体職員がデータファイルごとにボキャブラリ・所在・メタデータ定義等を手作業で
付不したうえで、基盤システムにアップロード→データ変換→登録するというフローとしていた。しかし、
今後の普及を鑑みるとより簡易にデータ加工できるべきであると考える。 

• データ加工を行うためのテンプレートを作成し、ブラウザ等で分かりやすく、簡易にデータ加工できる仕
組みを構築すべきと考える。 

 
 登録データ同士の接続作業支援ツールの構築 

• 本実証事業では、登録したデータ同士を接続する作業（Linked Data）について、自治体職員が手作業
で自治体行政情報データベース内のリテラル（文字列、データ列）をリソース（URI）に変換する運用を想
定していたが、自治体職員の負担増大となる。 

• こうした点を改善し、簡易にデータ間の接続が可能となるツール構築を検討し、Linked Dataの推進を
図るべきである。 

 
 広域自治体とのデータ連携 

• 本実証事業では、横浜市・鯖江市の立地関係から両自治体のデータをマッシュアップして構築された
情報サービスの応募が少なかった。 

• そのため、近隣自治体を対象に環境整備を行うことで、近隣自治体のデータをマッシュアップした、より
高度な情報サービスが開発出来ると考えられる。 
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参考資料 
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【参考①】自治体職員向けヒアリングの実施概要 

横浜市 

鯖江市 

1. 健康福祉局医療政策室救急・災害医療誯 
2. 健康福祉局健康安全部医療安全誯 
3. 健康福祉局高齢健康福祉部高齢施設誯 
4. 健康福祉局高齢健康福祉部介護保険誯 
5. こども青少年局子育て支援部子育て支援誯 
6. こども青少年局子育て支援部子ども家庭誯 
7. こども青少年局子育て支援部保育運営誯 
8. 建築局企画部都市計画誯 
9. 都市整備局都市交通部地域まちづくり誯 
10. 都市整備局都市交通部都市交通誯 

1. 環境誯 
2. 児童福祉誯 
3. 農林政策誯 
4. 健康誯 
5. 国保年金誯 
6. 上水道誯 
7. 下水道誯 
8. 総務誯（総合交通グループ含む） 
9. 土木誯 
10. 防災危機管理誯 
11. 市民協働誯（女性活力・人権推進室含む） 

 

11. 道路局総務部交通安全・放置自転車誯 
12. 道路局道路部道路調査誯 
13. 道路局道路部路政誯 
14. 交通局総務部総務誯 
15. 総務局情報技術誯 
16. 総務局危機管理誯 
17. 道路局河川管理誯 
18. 財政局契約部契約第一誯 
19. 財政局主税部税務誯 
20. 公益財団法人横浜観光コンベンション・ビューロー 

12. 都市計画誯 
13. 商工政策誯 
14. 学校教育誯 
15. 生涯学習誯 
16. 財政誯 
17. 文化誯 
18. 都市計画誯 
19. 秘書企画誯 
20. 契約管理誯 
21. 監査委員事務局 
22. 情報広報誯 

 

横浜市・鯖江市職員に対してヒアリング調査を実施。 
調査対象は、横浜市：20部署（外郭団体含む）、鯖江市：２２部署 
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【参考②】特定した重点自治体行政情報（横浜市） 

大分類 中分類 小分類 数 整備データ名 

防犯・防災 防災 2 広域避難場所 
大地震発生時の帰宅困難者マニュアル 

医療・健康 医療 予防 2 予防接種の情報 
医療機関の情報 

救急 1 救急医療機関情報 

予算・決算・調達 １ 入札情報 

環境 インフラ ごみ １ 収集拠点一覧※ 

人の移動・観光情報 人の移動情報 6 バス緊急情報、横浜市営地下鉄線運行情報、市営観光バス運航情報、 
水上バス時刻表、駐車場場所情報、レンタサイクル情報 

観光情報 8 「よこはまっぷ」施設情報、イベント情報（横浜市芸術文化振興財団イベ
ント情報、観光コンベンションビューローイベント情報、緑の協会イベント）、 
図書館デジタルアーカイブの東海道浮世絵情報、認定歴史的建造物情
報、商業施設・観光施設情報、碑文に関する情報 

子育て 出産・育児 １ 医療機関の情報 

保育情報 １ 保育園の空き情報 

福祉・介護 介護 高齢者 １ 介護施設一覧※ 

基本政策、条例、組織、
白書・統計・調査報告 

1 市民生活白書 

下線が引いてある情報は、本実証事業でRDF化したもの。 
※の情報はデータ規格化までを実施。 
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【参考③】特定した重点自治体行政情報（鯖江市） 

大分類 中分類 小分類 数 整備データ名 

基幹業務 税務 1 人口（年齢別の推移） 

防犯・防災 防災 6 災害時の避難所の位置情報、鯖江市地域防災計画、鯖江市国
民保護計画、鯖江市総合治水基本計画、防災ハンドブック、消火
栓等の情報 

医療・健康 医療 予防 1 避難所、一時避難場所情報（医療機関） 

救急 1 市内のＡＥＤ情報 

予算・決算・調達 4 平成25年度当初予算概要、平成23年度財政状況資料、一般会
計決算情報、入札情報 

環境 インフラ ごみ 1 鯖江市のごみ分類情報 

環境対策 生物多様性/野生生物 1 鳥獣害発生情報※ 

人の移動・観光情報 人の移動情報 2 道路工事情報、市営駐車場情報 

観光情報 1１ イベント情報、さばかん（鯖江市観光情報）、鯖江百景情報、鯖江
市文化財情報、西山動物園の動物の情報、農産物直売所の情
報、市内公園等のトイレ情報、市内のWiFiの設置場所、古地図
データ（鯖江地区）、さばえ街なかぶらりＭＡＰ、さばえブランド大使 

子育て 出産・育児 １ 出生数データ(人口動態)※ 

保育情報 １ 鯖江市の施設 

福祉・介護 介護 高齢者 1 介護保険事業所一覧※ 

基本政策、条例、組織、
白書・統計・調査報告 

4 都市計画図、議員名簿、環境報告書、市税の概要 

助成・許認可・公募 許認可 許認可・資格者情報 １ 廃棄物処理業者許可業者データ※ 

公募 コンテスト 1 提案型市民主役募集事業一覧 

下線が引いてある情報は、本実証事業でRDF化したもの。 
※の情報はデータ規格化までを実施。 
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（凡例） 

【参考④】自治体における行政情報のオープンデータ化可否の判断（現状） 

オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
化 

丌
可 

国、県、民間が整備している場合 

オープンデータ化 可 

含まれる場合 

有償の場合 

自治体が整備している場合 

含まれない場合 

無償の場合 

全て問題ない場合 

① 

法律や規定等により
制約があるもの 

自治体が整備してい
る（すべき）データか？ 

個人情報が含まれる
データか？ 

現在、無償で提供され
ているデータか？ 

オープンデータ化が 
目的外利用とならないか？ 

オープンデータ化により丌利益
を被る個人・組織がいないか？ 

安全保障上の問題はないか？ 

（※１） 
オープンデータ化による効果を
勘案し、“制約を無くす”ための
施策を講じることで、「可能」と
なるデータは含まれていると 
考えられる。 
但し、まずは「可能」と判断 
されるものを中心に、取り組み
を始めるケースが一般的であ
ると想定される。 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

オープンデータ化に
より問題発生に繋が
る可能性のあるもの 

（※１） 

自治体におけるオープンデータ化可否に関する判断には、「法律や規定等により制約があるか」、 
オープンデータ化により問題の発生に繋がる可能性がないか」といった点を中心に検討するという意見が多く、 
現時点では次のようなフローで判断していると想定される。 
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【参考⑤】RDFモデル（「保育室」データ）最終イメージ 
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自治体行政情報DB 

【参考⑥】自治体職員におけるデータのオープンデータ化に係る業務 

S（主語） V（述語） O（目的語） 

１ 名称 西山動物園 

１ 緯度 １３０ 

１ 経度 ３０ 

１ 動物数 ５０ 

２ 名称 東山動物園 

２ 緯度 １２９ 

RDF形式でデータベースへ登録 

自治体保有データ 

名称 所在地 電話番号 

西山動物園 西山市 01-1111 

東山動物園 東山市 02-1111 

北山動物園 北山市 03-1111 

西山動物園 西山市 04-1111 

名称 所在地 電話番号 

青春動物園 西山市 01-2222 

朱夏動物園 東山市 02-2222 

白秋動物園 北山市 03-2222 

玄冬動物園 西山市 04-2222 
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【参考⑦】情報サービス開発事業者におけるデータの検索・取得に係る業務 

自治体行政情報DB 

S（主語） V（述語） O（目的語） 

１ 名称 西山動物園 

１ 緯度 １３０ 

１ 経度 ３０ 

１ 動物数 ５０ 

２ 名称 東山動物園 

２ 緯度 １２９ 

RDF形式のデータベースから 
データ返却 
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【参考⑧】（地元住民が利用する）情報サービスにおけるデータの取得業務 

自治体行政情報DB 

S（主語） V（述語） O（目的語） 

１ 名称 西山動物園 

１ 緯度 １３０ 

１ 経度 ３０ 

１ 動物数 ５０ 

２ 名称 東山動物園 

２ 緯度 １２９ 

RDF形式のデータベースから 
データ返却 
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【参考⑨】実装したAPIにおける標準APIからの変更内容 

標準API名 実装API名 参照コマンド 項目 標準API 
実装APIでの 
変更内容 

SPARQL BASED 
COMMAND 

SPARQL GET 
Command 

3.1.1 SPARQL1.1準拠の 
クエリ発行（GETメソッド） 

差異なし ― ― 

SPARQL POST 
Command 

3.1.2 SPARQL1.1準拠の 
クエリ発行（POSTメソッド） 

差異なし ― ― 

RDFグラフ閲覧の 
代替クエリー 

3.1.3 RDF グラフの閲覧 パラメータ graph 
queryパラメータを利
用し機能を実現。 

Triple閲覧の 
代替クエリー 

3.1.7 Tripleの閲覧 パラメータ 

graph 
subject 
predicate 
object 

queryパラメータを利
用し機能を実現。 

GEOGRAPHIC 
MANAGEMENT 
COMNMAND 

トイレ情報取得API 3.3.1 場所情報の検索 

URLパス /ap1/v1/maps /ap1/v1/toilet 

パラメータ 

lat：緯度の指定 
lon：経度の指定 
floor：階数の指定 
alt：高度の指定 
radius：半径の指定 

floor、altは使用してい
ない。 

ステータスコード 

200 正常終了 
400 パラメータ丌正 
404 Not Found 
413 値が大きい 
500 内部エラー 

413については、パラ
メータ丌正として処理。 

TRIPLE 
MANAGEMENT 
COMNMAND 

・RDFグラフ検索API 3.7.1 公開データの検索 

URLパス /ap1/v1/datapoints /ap1/v1/rdfgraph 

ステータスコード 

200 正常終了 
400 パラメータ丌正 
404 Not Found 
413 値が大きい 
500 内部エラー 

413については、パラ
メータ丌正として処理。 

標準APIの一部を変更し、本実証事業用のAPIを実装した。 



53 Copyright © 2014 NTT DATA Corporation 

【参考⑩】データ変換・登録ツールの画面例 

データ変換・登録ツールによって、CSV形式に加工されたファイルを自治体行政情報流通連携基盤 
システムに取り込むことが可能。 

登録後のデータを 
表示する 

データ新規登録画面に
遷移 

データ更新・削除画面に
遷移 

基盤に登録されて
いるファイルを表示 
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【参考⑪】データ加工からRDF化されるまでのフロー 

表形式のデータを手作業で成形し、データ変換・登録ツールで変換することで、RDF形式のデータになる。 

平成25年4月現在

名称 所在地 建築年 認定年度

日本興亜馬車道ビル 中区弁天通 平成元年復元（旧建物大正11年）

横浜指路教会 中区尾上町 大正15年
カトリック山手教会聖堂 中区山手町 昭和8年
横浜海岸教会 中区日本大通　 昭和8年
横浜山手聖公会 中区山手町 昭和6年
岩田健夫邸 中区柏葉 大正元年
旧横浜船渠第２号ドック 西区みなとみらい 明治29年
旧澤野家長屋門 鶴見区馬場 江戸末期 平成2年度

歴史を生かしたまちづくり　認定歴史的建造物一覧

平成元年度

昭和63年度

加工前データイメージ
（Excel表データ等）

加工後データイメージ
（CSVフォーマットの
データファイル）

RDFデータイメージ

①ボキャブラリ定義一覧と対応付け、IDを付不
②ヘッダー情報を付不、クラス・カテゴリを定義
③データ内容の整形

④データ変換・登録ツールによるフォーマット変換
フォーマット変換には、データ変換・登録ツールに加え 

Apache Jana Fusekiのライブラリを使用 
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【参考⑫】開発者サイトの構築 

http://svjrrkapp.azurewebsites.net/ 

開発コンテストのために、「自治体行政情報実証 開発者サイト」を開発者向けに構築。 
開発者サイトでは、実証データ一覧、ＡＰＩ仕様、サンプルコード等を掲載。 
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【参考⑬】ポータルサイトの整備 

http://ckan.sabae.jrrk.org/ 

鯖江市は、本実証事業においてCKANを利用したポータルサイトを新たに構築。 
OKF（Open Knowledge Foundation）が提供しているCKAN用OSSをベースに構築。 
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【参考⑭】公開期間中のアクセス状況 

開発者サイト 
横浜市 自治体行政情報流通連携基盤システム 
SPARQL ENDPOINT 

鯖江市CKANサイト 
鯖江市 自治体行政情報流通連携基盤システム 
SPARQL ENDPOINT 

鯖江市 自治体行政情報流通連携基盤システム 
REST API ENDPOINT 

開発者サイト、鯖江市CKANは公開直後にアクセスが集中し、 
各自治体行政情報流通連携基盤システムへのアクセスは、応募期間完了に向けてアクセスが増えている。 

自治体行政情報実証の各サーバへのアクセス状況は以下の通り。 
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【参考⑮】応募 

No 情報サービス タイトル No 情報サービス タイトル 

1 Near Air 16 政策サーチ 

2 鯖江夕景 17 AED SOS 

3 横濱地図 18 よこはま予防接種Map 

4 なんなのそれ？ 19 横浜市回覧板 

5 start -市民になったら最初に使うアプリ- 20 ひと目で観光 in 横浜 

6 東海道中ぶらり旅 21 ARNavigator(for contest) 

7 AED検索 22 フォトロケハンター!! 

8 よこはま！ 23 さばえ観光支援アプリ「つつじん」 

9 Yokohama Historical Buildings 24 OMOTENASHI Channel 

10 ～情報の防災袋～ iSHelper（アイ・シェルパー） 25 鯖江市トイレ情報 

11 帰宅支援マップ横浜版 26 ナビワンコ -ワンコが最寄りの消火栓や避難所までの場所に案
内してくれるARアプリ- 

12 さばえクイズ（市文化財編） 27 びゅーぽ 

13 かなざわ育なび.net 28 旧東海道ARツアー 

14 たすけて！ナイチンゲール 29 保育園探しアプリ あるある保育園！ 

15 東海道すごろく 30 TownVoice 

本実証事業で整備したデータを使った情報サービスは以下の30件であり、 
全実証事業中、最も多くの情報サービスの応募があった。 
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【参考⑯】表彰 

本実証事業に応募されたアプリケーションで表彰されたものは以下の通り。 

【名称】 
 ～情報の防災袋～ iSHelper（アイ・シェルパー） 
 
【概要】 
 地震などの有事の際に役立つ機能を搭載した災害時支援 
 情報サービス。 

自治体行政情報実証賞 

【名称】 
 フォトロケハンター！！ 
 
【概要】 
 次々と出題されるミッションを「ゲーム感覚」でクリアしていくことで、 
 位置情報付き写真オープンデータを作り上げる情報サービス。 

優秀賞 

【参考⑯】表彰 

（コンテスト運営局で審査） （NTTデータで審査） 


